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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 2016年６月22日付で提出いたしました第177期（自 2015年４月１日 至 2016年３月31日）有価

証券報告書の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報

告書の訂正報告書を提出するものであります。 

 

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

３ 事業の内容 

４ 関係会社の状況 

 

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は＿＿＿線を付して表示しております。 

 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

３【事業の内容】

  （訂正前） 

（略） 

 当社グループは、当社及び連結子会社552社(2016年３月31日現在)により構成され、「電力・社会

インフラ」、「コミュニティ・ソリューション」、「電子デバイス」、「ライフスタイル」及び「そ

の他」の５部門に関係する事業を主として行っており、その製品はあらゆる種類にわたっています。

2016年３月末時点で、ヘルスケア事業が非継続事業に分類されたことにより、ヘルスケア部門を当社

の主要な事業から除外しています。各事業における当社及び主要な関係会社の位置付け等の概要は次

のとおりであり、当区分は事業の種類別セグメント情報の区分と一致しています。また、持分法適用

会社は140社(2016年３月31日現在)です。 

（略） 

 

  （訂正後） 

（略） 

 当社グループは、当社及び連結子会社551社(2016年３月31日現在)により構成され、「電力・社会

インフラ」、「コミュニティ・ソリューション」、「電子デバイス」、「ライフスタイル」及び「そ

の他」の５部門に関係する事業を主として行っており、その製品はあらゆる種類にわたっています。

2016年３月末時点で、ヘルスケア事業が非継続事業に分類されたことにより、ヘルスケア部門を当社

の主要な事業から除外しています。各事業における当社及び主要な関係会社の位置付け等の概要は次

のとおりであり、当区分は事業の種類別セグメント情報の区分と一致しています。また、持分法適用

会社は144社(2016年３月31日現在)です。 

（略） 
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４【関係会社の状況】

  （訂正前） 

（略） 

 （注）１．上記を含む連結子会社は552社、持分法適用会社は140社です。

（略） 

 

  （訂正後） 

（略） 

 （注）１．上記を含む連結子会社は551社、持分法適用会社は144社です。 

（略） 
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